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１【提出理由】

　2021年６月23日開催の当社第152回定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条

の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定により、本臨時報告書を提出するも

のであります。

 

２【報告内容】

(1）株主総会が開催された年月日

2021年６月23日

 

(2）決議事項の内容

議案　取締役全員任期満了につき13名選任の件

取締役候補者は、井原勝美、ラヴィ・ヴェンカテイサン、シンシア・キャロル、ジョー・ハーラン、ジョージ・

バックリー、ルイーズ・ペントランド、望月晴文、山本高稔、吉原寛章、ヘルムート・ルートヴィッヒ、小島啓

二、関秀明及び東原敏昭の13名です。なお、井原勝美、ラヴィ・ヴェンカテイサン、シンシア・キャロル、

ジョー・ハーラン、ジョージ・バックリー、ルイーズ・ペントランド、望月晴文、山本高稔、吉原寛章及びヘル

ムート・ルートヴィッヒの各氏は、会社法施行規則第２条第３項第７号に定める社外取締役候補者です。

 

(3）決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、決議事項が可決されるための要件並びに決

議の結果

①基準日(2021年３月31日)現在における議決権の状況

議決権を有する株主数：226,164名

総株主の議決権の数：9,644,151個

 

②議決権行使の状況

 
株主総会前日までに

行使された議決権

株主総会当日に

出席した株主の議決権
合計

株主数 75,205名 133名 75,338名

議決権の数 6,915,202個 1,003,694個 7,918,896個

 

③決議の結果等

決議事項

賛成、反対及び棄権の意思表示に係る

議決権の数(注)２ 賛成割合

(注)３

決議の

結果
賛成数(個) 反対数(個) 棄権数(個)

議案(注)１

井原 勝美

ラヴィ・ヴェンカテイサン

シンシア・キャロル

ジョー・ハーラン

ジョージ・バックリー

ルイーズ・ペントランド

望月 晴文

山本 高稔

吉原 寛章

ヘルムート・ルートヴィッヒ

小島 啓二

関 秀明

東原 敏昭

 

7,905,003

7,905,805

7,823,832

7,905,509

7,840,217

7,906,336

7,775,681

7,905,340

7,847,289

7,905,699

7,487,147

7,597,503

7,614,575

 

5,913

5,111

87,598

5,407

70,699

5,096

132,475

5,576

63,626

5,217

424,220

313,406

296,793

 

3,038

3,038

2,521

3,038

3,038

2,522

5,797

3,038

3,038

3,038

2,577

3,037

2,578

 

99.82%

99.83%

98.80%

99.83%

99.01%

99.84%

98.19%

99.83%

99.10%

99.83%

94.55%

95.94%

96.16%

 

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決

可決
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(注)１．会社法及び当社定款の定める議案の可決要件は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１

以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数が賛成することです。

２．株主総会前日までに行使された議決権及び株主総会当日に出席した株主の議決権のうち当社が意思表示の

内容を把握した議決権により、議案の可決要件を満たすことが明らかとなり、会社法上適法に決議が成立し

たため、これら以外の議決権については、賛成、反対及び棄権の意思表示に係る議決権の数に加算していま

せん。

３．賛成割合は、株主総会前日までに行使された議決権の数及び株主総会当日に出席した株主の議決権の数の

合計に対する賛成数の割合です。

以上
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